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令和６年度　大槌町水道事業会計予算



（総　　則）
第１条 令和６年度大槌町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 戸
（２） ｍ 3

（３） ｍ 3

（収益的収入及び支出）
第３条

第１款 千円

第１項 千円
第２項 千円
第３項 千円

第１款 千円

第１項 千円
第２項 千円
第３項 千円
第４項 千円

令和６年度　　大 槌 町 水 道 事 業 会 計 予 算

水 道 事 業 収 益 303,279

5,000給 水 戸 数

一 日 平 均 配 水 量
1,387,000

3,800

88,713
7

収　　　　　　　　　　　　　　入

年 間 総 配 水 量

　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

2,000予 備 費

支　　　　　　　　　　　　　　出

営 業 収 益
営 業 外 収 益
特 別 利 益

317,238

水 道 事 業 費 用

特 別 損 失

営 業 費 用
営 業 外 費 用

214,559

353,153

32,912
1,003
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（資本的収入及び支出）

第４条

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

第５項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円
証書借入  （ただし、利率見直し方式 他の場合にはその債権者と協定するところによる。
ま　た　は で借り入れる場合、利率の
証券発行 見直しを行った後において

は、当該見直し後の利率） ることができる。

26,000 ただし、財政の都合により据置期間及び償還期限
を短縮し、または繰上償還もしくは低利息に借り換え

補助金返還金 1

起　債　の　目　的 限　度　額

企業債償還金 107,235

年５．０％以内 政府資金についてはその融資条件により、銀行その

配 水 施 設 整 備 事 業

1繰 出 金

起債の方法 利　　率 償 還 の 方 法

収　　　　　　　　　　　　　　入

43,054

26,000
補 助 金

17,049
1

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 （資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１２０ ,０３４千円は

当 年 度 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 ５ , ０ ７ ５ 千 円 及 び 過 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 １ １ ４ , ９ ５ ９ 千 円 で 補 て ん

資 本 的 収 入

出 資 金

     するものとする。）

2

企 業 債

負 担 金

建 設 改 良 費

2

163,088

55,851

支　　　　　　　　　　　　　　出

工 事 負 担 金

資 本 的 支 出



（一時借入金）
第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

.
（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第８条に定める経費以外の同一款内の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合

は、議会の議決を経なければならない。

千円

（他会計からの補助金等）
第９条 大槌町一般会計からこの会計へ補助等を受ける金額は、１８,０６５千円である。

（たな卸資産の購入限度額）
第１０条 たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

令和  ６ 年  ２ 月  　日　　提出

大 槌 町 長 平 野 公 三

職 員 給 与 費 39,841
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令和６年度　大槌町水道事業会計予算に関する説明書



（単位：千円）

１．

１．
１．
２．
３．

２．
１．
２．
３．
４．
５．
７．
９．

３．
１．
２．
３．

令和６年度　　大槌町水道事業会計予算実施計画

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収　　　　　　　　入

款 項 目 予　　　　定　　　　額 備　　　　考

給 水 収 益 201,635
受 託 工 事 収 益 3
そ の 他 の 営 業 収 益 12,921

水 道 事 業 収 益 303,279

営 業 収 益 214,559

特 別 利 益 7

営 業 外 収 益 88,713
受取利 息及 び配 当金 13
他 会 計 補 助 金 1

雑 収 益 8

固 定 資 産 売 却 益 1
過 年 度 損 益 修 正 益 3
そ の 他 特 別 利 益 3

消費税及び地方消費税還付金 1

長 期 前 受 金 戻 入 88,093
1貸 倒 引 当 金 戻 入 益

他 会 計 負 担 金 596
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（単位：千円）

１．
１．

１．
２．
３．
４．
５．
６．
７．
８．
９．

２．
１．
２．
３．

３．
１．
２．
３．

４．
１．

（建　　物） （構　築　物） （機械及び装置） （車輌運搬具） （工具備品）
　（注）　減価償却費内訳 ＝

1,587千円　＋　116,719千円　＋　36,625千円　　＋　　0千円　＋　　95千円 ＝

水 道 事 業 費 用 353,153
営 業 費 用 317,238

原 水 費 54,908

支　　　　　　　　出

款 項 目 予　　　　定　　　　額 備 考

営 業 外 費 用 32,912

業 務 費 35,624
総 係 費 16,637
減 価 償 却 費 155,026

配 水 費 30,925
給 水 費 21,423
受 託 工 事 費 1

支払利息及び企業債取扱諸費 12,647
消費税及び地方消費税 20,164
雑 支 出 101

資 産 減 耗 費 2,693
そ の 他 営 業 費 用 1

過 年 度 損 益 修 正 損 1,000
そ の 他 特 別 損 失 2

予 備 費 2,000

特 別 損 失 1,003
固 定 資 産 売 却 損 1

予 備 費 2,000

155,026千円



（単位：千円）

１．
１．

１．
２．

１．
２．

３．
１．

４．
１．

５．
１．
２．

１．
１．

１．
２．
３．

２．
１．

３．
１．

４．
１．

資 本 的 収 入 43,054
企 業 債 26,000

企 業 債 26,000

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収　　　　　　　　入

款 項 目 予　　　　定　　　　額 備　　　　考

出 資 金 1
負担区分に基づく出資金 1

負 担 金 17,049

補 助 金 2
国 庫 補 助 金 1
他 会 計 補 助 金 1

そ の 他 工 事 負 担 金 1

支　　　　　　　　出
款 項 目 予　　　　定　　　　額 備　　　　考

他 会 計 負 担 金 17,049
工 事 負 担 金 2

他 会 計 工 事 負 担 金 1

配 水 設 備 改 良 費 52,650
営 業 設 備 費 3,200

資 本 的 支 出 163,088
建 設 改 良 費 55,851

配 水 設 備 拡 張 費 1

国 庫 補 助 金 返 還 金 1
繰 出 金 1

繰 出 金 1

企 業 債 償 還 金 107,235
企 業 債 償 還 金 107,235

補 助 金 返 還 金 1
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（単位：円）
１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益
　　　減価償却費
　　　固定資産除却損
　　　減損損失
　　　引当金の増減額（△は減少）
　　　繰延勘定等償却
　　　長期前受金戻入額
　　　受取利息及び受取配当金
　　　支払利息
　　　固定資産売却損益
　　　未収金の減少額（△は増加）
　　　たな卸資産の減少額（△は増加）
　　　その他流動資産の増減額（△は増加）
　　　未払金の増加額（△は減少）
　　　その他流動負債の増減額（△は減少）
　　　　　小計
　　　利息及び配当金の受取額
　　　利息の支払額
　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出
　　　有形固定資産の売却による収入
　　　無形固定資産の取得による支出
　　　無形固定資産の売却による収入
　　　固定資産の除却による支出
　　　国庫補助金等による収入
　　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入
　　　寄附金による収入
　　　負担金による収入
　　　出資による支出
　　　積立金の積み立てによる支出
　　　積立金の取り崩しによる収入
　　投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 38,335,000
155,026,000

2,692,000
0

85,000
0

令和６年度大槌町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

0
0
0

43,189,000
13,000

△ 12,647,000

△ 88,093,000
△ 13,000

12,647,000
0

△ 820,000
0

0
0

24,057,000
25,671,239

0
0

30,555,000

△ 137,451,000
0
0

0
0
0

△ 87,722,761



３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　一時借入による収入
　　　一時借入金の償還による支出
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　　　その他の企業債による収入
　　　その他の企業債の償還による支出
　　　建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入
　　　建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の償還による支出
　　　その他の他会計借入金による収入
　　　その他の他会計借入金の償還による支出
　　　他会計からの出資による収入
　　　リース債務の返済による支出
　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金に係る換算差額
　資金増加(減少)額
　資金期首残高
　資金期末残高

0
0

74,800,000
△ 107,235,000

0
0

△ 32,435,000

0
△ 89,602,761

424,042,797
334,440,036

0
0
0
0
0
0
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１．総　　　　括

（ 人 ） （ 人 ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

給　与　費　明　細　書

区　　　　　　　　分

職　員　数 給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　　　　計

特別職 一般職

千円 千円

報　　酬 給　　料 手　　当 計

千円 千円 千円 千円

本 　　年　　 度 37,1330 5 0 18,178 10,628 28,806 8,327

9,068 26,099 8,026 34,1250 5 0 17,031前　 　年　　 度

0 0 0 1,147 1,560 2,707比　       　　較 301 3,008

手 当 の

内 訳

区 分

扶 養 管 理 職 管理職特別 期 末

本 年 度 756 371 10

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当 勤 務 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

勤 勉 寒 冷 地 通 勤 時 間 外 住 居 児 童

（千円） （千円） （千円） （千円）

手 当 手 当

前 年 度 678 389 10 3,796 2,529 0

4,163 3,269 0

96 1,172 258 140

20096 1,763 0

0 0 591 △ 258 60比 較 78 △ 18 0 367 740



ア．

（ 人 ） （ 人 ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

給　与　費　明　細　書

区　　　　　　　　分

職　員　数 給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　　　　計

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円

会計年度任用職員以外の職員

本　　 年　　 度 0 4 0 16,163 9,765 25,928 7,494 33,422

0 4 0 15,160 8,570 23,730 7,233 30,963

0 0 0 1,003 1,195 2,198 261 2,459

扶 養 管 理 職 管理職特別 期 末 勤 勉 寒 冷 地 通 勤

手 当 勤 務 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

本 年 度 756 371 10 3,743 2,926 0 96 1,663 0 200

区 分

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

手 当

比 較 78 △ 18 0 345 397 0 0 591 △ 258 60

前 年 度 678 389 10 3,398 2,529 0 96

前　 　年　 　度

比　　       　較

1,072 258 140

（千円） （千円） （千円）

時 間 外 住 居 児 童

手 当 の

内 訳
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イ．

（ 人 ） （ 人 ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

0 0

比 較 0 0 0 22 343 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 398 0 0

時 間 外

本 年 度 0 0 0 420 343 0 0 100 0 0

（千円） （千円） （千円）

住 居 児 童

手 当 手 当 勤 務 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 手 当

手 当 の

内 訳

区 分

扶 養 管 理 職 管理職特別 期 末 勤 勉 寒 冷 地 通 勤

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 100

0 0 0 144 365 509 40 549

0 1 0 1,871 498 2,369 793 3,162

3,7110 1 0 2,015 863 2,878 833

給　与　費　明　細　書

区　　　　　　　　分

職　員　数 給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　　　　計

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円

会計年度任用職員

本　　 年 　　度

前　 　年　　 度

比　　　　　　　較



２．給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 （ 千 円 ）

△ 151

そ の 他 の 増 減 分

給 料

給 与 改 定 に 伴 う

増 減 分

△ 1,172手 当

給 与 改 定 に 伴 う

増 減 分

昇 給 に 伴 う

増 加 分

－

242

△ 482

△ 1,655

483

人事異動等による減

定期昇給に係る増

備　　　　　　　　　　考増 減 事 由 別 内 訳 （ 千 円 ）

人事委員会勧告による
制度改正に伴う増

説　　　　　　明

給与改定率　　１.４２%
給与改定の時期　令和５年４月１日89

－人事異動等による減

平均昇給率　　１.５２％

－

・期末勤勉　年間４.４月→年間４.５月
・会計年度任用職員へ勤勉手当の
　支給

人事委員会勧告による
制度改正に伴う増

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う

増 加 分
0 －
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３．給料及び手当の状況

（１）

（２） 初 任 給

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 見 込

平 均 年 齢

令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 時 点

行　　　　政　　　　職区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

平 均 給 与 月 額

職員１人当たり給与

高 校 卒

大 学 卒

167,900

357,064

45歳5月

315,225

43歳4月

188,800 188,800

区 分
行　　　　政　　　　職　　　　（　円　）

平 均 年 齢

331,650

行　　　　政　　　　職　　　　（　円　）

（円） 343,559

（円）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

（円）平 均 給 料 月 額

167,900

（歳）

（円）

（歳）

一　般　会　計　の　制　度



（３）

1 級

2 級

3 級

4 級

5 級

6 級

1 級

2 級

3 級

4 級

5 級

6 級

-

級 別 職 員 数

級
区　　　　　　　　分

行 政 職 ・
技　　師 技　　師

1 25.000

－

1

主　　任

25.000

職　　　　員　　　　数　（　人　） 構　　　　成　　　　比　（　％　）

計

課　　長主　　事

４　　　　級

－

100.000

・ ・

1 20.000

－

令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日
時 点

区 分

25.000

2

６　　　　級５　　　　級

-

－－

4

行　　　　　　　　　　政　　　　　　　　　　職

- －

2 50.000

-

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日
見 込

（級別の標準的な職務内容）

２　　　　級１　　　　級

主任主査 ・ 課　　　　長
主　　事 主　　査

50.000

4

－

計

100.000

－

1

主　　　幹

３　　　　級
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（４）

2

3

4

5

6

2

3

4

5

6

－

号 給 数 別 内 訳

号給

本

年

度

（％）

（Ａ）

（Ｂ）

号給

号 給 数 別 内 訳

昇 給 に 係 る 職 員 数

号給

号給

号給

（人）

（人）

（人）

職 員 数

（人）

（人）

区　　　　　　　　　　分

比 率

号給

比 率 （Ｂ）／（Ａ）

（人）

（人）

（％） 100.0%

100.0%

号給

号給 （人）

（人）

前

年

度

0

0

0

4

0

4

0

11

3

0号給

00

（Ｂ）／（Ａ）

（人）

号給

4

4

－

－

100.0%

－

－

4

00 －

4

0

0

－

0 －

（人）

－

－

4

100.0% －

－

－

－

－3

（人）（Ｂ）

職 員 数 （人）（Ａ）

昇 給 に 係 る 職 員 数

4

（人）

4

4

0 －

代 表 的 な 職 種

行 政 職

昇 給

合　　　　計
技 能 労 務 職



（５）

（６）

区　　　　　　　　分

期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

－

特 殊 勤 務 手 当

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

（％）支 給 対 象 職 員 の 比 率

一 般 会 計 の 制 度

前 年 度

本 年 度

区 分

支 給 期 別 支 給 率

4.50

4.50

4.50

支 給 率 計 （ 月 分 ）

2.200

2.250

６月（月分）

2.250

－ － －

－

行 政 職 技 能 労 務 職

代 表 的 な 職 種
全　　　　職　　　　種

－ －

備　　　　　　考

有

有

職 制 上 の 段 階 、

職 務 の 級 等 に よ る
１２月（月分）

2.250

2.300

2.250 有

加 算 措 置
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（７）

（８）

通 勤 手 当 同 じ

そ の 他 の

加 算 措 置 等

定 年 前 早 期

退 職 特 例 措 置

（２％～45％加算）

定 年 前 早 期

退 職 特 例 措 置

（２％～45％加算）

差 異 の 内 容

－

－

－

そ の 他 の 手 当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.5869 33.2708 47.7090 47.7090 市 町 村職 員退 職手 当支 給条 例 に よる

支 給 率 等 24.5869 33.2708 47.7090 47.7090 市 町 村職 員退 職手 当支 給条 例 に よる

定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

備　　　　　　　　　　考
（月　分） （月　分） （月　分） （月　分）
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円 円 円

１．

（1） 183,305,000

（2） 3,000

（3） 11,858,000 195,166,000

２．

（1） 49,973,000

（2） 29,556,000

（3） 19,830,000

（4） 1,000

（5） 33,341,000

（6） 16,138,000

（7） 155,026,000

（8） 2,693,000

（9） 1,000 306,559,000

△ 111,393,000

そ の 他 の 営 業 収 益

令 和 ６ 年 度　　大 槌 町 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書
（ 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ７ 年 ３ 月 3 1 日 ）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

営 業 費 用

原 水 費

配 水 費

給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 利 益



３．

（1） 13,000

（2） 1,000

（3） 8,000

（4） 88,093,000

（5） 1,000

（6） 596,000 88,712,000

４．

（1） 12,647,000

（2） 101,000 12,748,000 75,964,000

△ 35,429,000

５．

（1） 1,000

（2） 3,000

（3） 3,000 7,000

６．

（1） 1,000

（2） 910,000

（3） 2,000 913,000 △ 906,000

７． 2,000,000 2,000,000 △ 2,000,000

△ 38,335,000

(前年度繰越欠損金） △ 372,840,404

0

411,175,404

営 業 外 収 益

過 年 度 損 益 修 正 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

雑 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入

他 会 計 負 担 金

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

予 備 費
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円 円 円 円

１．

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

固 定 資 産 合 計

令 和 ６ 年 度　　大 槌 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
（  令 和  ７  年  ３  月  ３ １  日 ）

有 形 固 定 資 産（１）

固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

100,867,645
56,312,302

5,788,719,229

資　　産　　の　　部

25,581,426

44,555,343

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 輛 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

426,786,215

2,963,567
2,123,555

34,742,706
32,609,929

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

（２）

1,815,761,074

808,666,892

2,132,777

15,727,273

99,440

3,972,958,155

381,880,677

840,012

99,440

4,443,675,663

4,443,775,103



円 円 円 円

２．

（１）

（２）

（３）

（４）

３．

（１）

（２）

（３）

４．

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

現 金 ・ 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

企 業 債

流 動 資 産 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

企 業 債

引 当 金

流 動 負 債 合 計

引 当 金

一 時 借 入 金

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

資 産 合 計

負　　債　　の　　部

流 動 資 産

そ の 他 固 定 負 債

0

0

0

107,235,000

18,000,000

2,709,000

334,440,036

4,540,000

△ 89,208

339,020,828

4,782,795,931

1,083,754,468

136,144,000

8,200,000

130,000

1,083,754,468
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５．

（１）

（２）

６．

（１）

７．

（１）

（２）

イ

ロ

ハ

ニ

繰 延 収 益

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処理欠損金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

自 己 資 本 金

繰 延 収 益 合 計

145,255,187

資　　本　　の　　部

負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

411,175,404

0

0

△ 96,806,869

580,081,324

4,782,795,931

△ 242,062,056

2,982,816,139

4,202,714,607

676,888,193

3,728,180,871

△ 745,364,732

676,888,193

145,255,187

169,113,348



注　記
重要な会計方針に係る事項

資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品　総平均法による原価法によっている。
固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
減価償却の方法　定額法による。
主な耐用年数
建物　　　　　 15～50年
構築物　　　　　 40年
機械及び装置　 15年

　　　　　　　器具及び備品　 ３～15年
無形固定資産

・ 減価償却の方法　定額法による。
引当金の計上方法

賞与引当金
職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４か月分）を

計上している。
貸倒引当金
債権の不能欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。
退職給付引当金
職員の退職手当に係る負担金は岩手県市町村総合事務組合負担金等条例第3条に規定する一般負担金を除き、一般会計が負担することになって

いるため、退職給付引当金は計上しない。
4 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
5 キャッシュフロー計算書について

間接法により算出。
予定貸借対照表等関連

企業債の償還に係る他会計の負担
貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見

込まれる額は、57,120,974円である。
有形固定資産の減価償却累計額 2,333,593,075円
長期前受金収益化累計額 　 745,364,732円
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１．

（款） (項) （単位：千円）

１． １． 給水料

件

件

φ13 件

φ16～ 件

件

件

件

件

件

件

量水器使用料

（地下式）

φ13～150ｍｍ 件

（地上式）

φ13～75ｍｍ 件

説　　　　　　　　　　　　　　　　明

20,538

0

団 体 小

団 体 大

湯 屋 用

0

157

一 般 用 4,283 141,092
営 業 用

共 用

328

23,614

0

21

222

3

8

0

収 入

１ 水 道 事 業 収 益

目

給 水 収 益

本 年 度 前 年 度

201,635 203,036

１ 営 業 収 益

比 較

△ 1,401

区 分 金　　額

節

201,635給 水 料

0

807

377

4,784

4,694

12,745

2,265

246

0

186,625

臨 時 用

船 舶 用

計

令和６年度　　大槌町水道事業会計予算説明書

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

プ ー ル 用



（単位：千円）

２． １．

２．

３．

３． １．

２．

３．

４．

５．

他 会 計 受 託 料 8,941 下 水 道 会 計 受 託 料 8,941

420

下 水 道 会 計 負 担 金 2,777

2

消 火 栓 用 水 等 負 担 金

211,446

雑 収 益

工 事 検 査 手 数 料手 数 料 780

他 会 計 負 担 金

2雑 収 益

3,197

整 理 科 目

1 整 理 科 目

1

390

260

修 繕 工 事 収 益

材 料 売 却 収 益

節

移 設 工 事 収 益

整 理 科 目

説　　　　　　　　　　　　　　　　明本 年 度 比 較
金　　額

指 定 店 更 新 手 数 料

8,407

3

前 年 度
区 分

4,514

0 新 設 工 事 収 益 1

130

計 214,559 3,113

収 益

設 計 審 査 手 数 料

整 理 科 目

そ の 他 の 営 業

3受 託 工 事 収 益

12,921

1

目

-25-
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（款） (項) （単位：千円）

１． １．

２． １．

３． １．

４． ２．

３．

５． １．

３．

４．

５．

13

その他資本剰余金

受贈財産評価額 245

7

受贈財産評価額

整 理 科 目他 会 計 補 助 金

工事負担金

そ の 他 雑 収 益 6

消費税及び地方

1

1

0

預 金 利 息

説　　　　　　　　　　　　　　　　明

預 金 利 息

区 分 金　　額

節

２ 営 業 外 収 益

不 用 品 売 却 益

消 費 税 還 付 金

1

1

整 理 科 目

整 理 科 目

量 水 器 取 替 収 益

企業債

工 事 負 担 金 5,592

そ の 他 雑 収 益

配 当 金

13

消 費 税 及 び 地 方 1

雑 収 益

1

13

消 費 税 還 付 金

1

88,093長 期 前 受 金 戻 入

8

74,325その他資本剰余金

7,931企 業 債

89,318 △ 1,225

１ 水 道 事 業 収 益

目 本 年 度 前 年 度 比 較

受 取 利 息 及 び

他 会 計 補 助 金

0

1

9 △ 1

0



（単位：千円）

７． １．

９． １．

（款） (項) （単位：千円）

１． １．

２． １．

３． １． （課税）

（非課税）

（不課税）

過年度祖損益修正益（不課税）

1過年度祖損益修正益（課税）

過年度損益修正益

説　　　　　　　　　　　　　　　　明
区 分

貸倒引当金戻入益 1 整 理 科 目

旧 金 沢 簡 水 起 債 償 還 繰 入 金

旧 小 鎚 簡 水 起 債 償 還 繰 入 金

572

24

1

1

1

1

1

督 促 手 数 料 （ 過 年 度 分 ）

整 理 科 目

整 理 科 目

697

1固定資産売却益

△ 101 他 会 計 負 担 金

△ 1,327

整 理 科 目

90,040

比 較
節

説　　　　　　　　　　　　　　　　明
金　　額

596

区 分

計

目 本 年 度 前 年 度

固 定 資 産 売 却 益 1 1 0

３ 特 別 利 益

88,713

１ 水 道 事 業 収 益

計 △ 587 65

過年度損 益修 正益

そ の 他 特 別 利 益 3 3

3

その他特別利益 3

3

0

△ 5861

他 会 計 負 担 金 596

整 理 科 目

目 本 年 度 前 年 度

貸倒引当 金戻 入益 1 1

比 較
節

0

金　　額
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２．

（款） (項) （単位：千円）

１． ６．

９．

１０．

１３．

１５．

１６．

１７．

節

19

原 水 用 備 消 耗 品

委 託 料 15,350 電気保安業務委託料

水道施設維持管理業務委託料

計装 及び 電気 機械 施 設 保守

3,580点検業務委託料

97 公 用 車 燃 料 費

区　　分 金　　額

備 消 耗 品 費 680

燃 料 費

そ の 他

水質検査業務委託料

646

4,650

6,480

通 信 運 搬 費

640

一般財源

旅 費

支 出

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本　年　度　の　財　源　内　訳

１ 水 道 事 業 費 用 １ 営 業 費 用

手 数 料 16

原 水 費

細菌培養検査手数料

54,908 58,712 △ 3,804

国・県支出金 地 方 債

420 54,488 普 通 旅 費

説　　　　　　　　明特 定 財 源

37
発 電 機 燃 料 費 60

回 線 使 用 料

大ヶ口浄水場薬注タンク他解体工事工 事 請 負 費 3,600



（単位：千円）

１９．

２１．

２２．

２． １．

２．

４．

５．

６．

９．

修 繕 費 機 械 関 係 修 繕 費 1,0001,550
そ の 他 修 繕 費 550

職 員 給 料

職 員 手 当

事 務 用 備 消 耗 品

普 通 旅 費

金　　額

法 定 福 利 費

旅 費

薬 品 費 2,950

備 消 耗 品 費

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　明特 定 財 源
一般財源 区　　分

国・県支出金 地 方 債 そ の 他

動 力 費 30,000 電 力 料

図 書 購 入

300

19

（２名分）

賞 与 引 当 金

繰 入 額

30,925

次 亜 塩 素 酸 ナ ト リ ウ ム 等

給 料

923 賞 与 引 当 金 繰 入

手 当

30

配 水 費 30,925

4,190

3,186 職 員 共 済 費

70

そ の 他 備 消 耗 品 200

7,22028,075 2,850

-29-



-30-

（単位：千円）

１０．

１２．

１５．

１８．

１９．

２０．

２１．

２３．

公道部分路面復旧費

土 地 借 上 料

クラウド遠隔監視システム使用料

310

Ｊ Ａ Ｃ Ｉ Ｃ 積 算 シ ス テ ム 使 用 料

配 水 施 設 修 理 費

単 価 デ ー タ 使 用 料

3,300

更 新 業 務 委 託 料

1,860

目 本 年 度

路 面 復 旧 費

地 方 債 そ の 他

比 較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

特 定 財 源
一般財源 区　　分 金　　額

賃 借 料

上水 道施 設警 備業 務 委 託料

8,149 上水道管路図面情報管理システム

漏水調査業務委託料

印 刷 製 本 費 1 整 理 科 目

説　　　　　　　　明
国・県支出金

燃 料 費 公 用 車 燃 料 費

前 年 度

5,500
2,200

47

449

委 託 料

150

500修 理 用 材 料 費

修 繕 費 3,300

材 料 費 500

1,000

1,400

利 用 料 50



（単位：千円）

２４．

３１．

３． １．

２．

４．

５．

９．

１６．

１９．

２０．

整 理 科 目

法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入

公道部分路面復旧費

給 水 管 移 設

繰 入 額

工 事 費

21,423 16,693

法 定 福 利 費

修 繕 費

1

3,500 3,500

路 面 復 旧 費 500

833

（１名分）

手 当 863

賞 与 引 当 金 134

21,423

整 理 科 目

そ の 他

職 員 共 済 費

給 水 管 修 理 費

会 計 年 度 任 用

給 水 用 備 消 耗 品 費

繰 入 額

補 償 金

4,730 給 料 2,015

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

特 定 財 源
一般財源 金　　額

国・県支出金 地 方 債

給 水 費

1

会 計 年 度 任 用

説　　　　　　　　明
区　　分

職 員 給 料

職 員 手 当

備 消 耗 品 費 150

その他引当金

会 計 年 度 任 用

179

賞 与 引 当 金 繰 入
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-32-
（単位：千円）

２３．

３１．

３３．

４． １６．

５． １．

２．

４．

５．

６．

７．

９．

職 員 手 当

400

給水管修理用材料費

13,300

100

前 年 度目 本 年 度

繰 入 額

業 務 費 35,624

2,179

旅 費

給 料 4,317

賞 与 引 当 金

量 水 器

1 0

43,524 △ 7,900 11,718 23,906 （1名分）

12,900

法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

1

金　　額

その他引当金

手 当

一般財源

受 託 工 事 費

そ の 他

受託工事費

職 員 共 済 費

国・県支出金 地 方 債

職 員 給 料

普 通 旅 費

説　　　　　　　　明

賞 与 引 当 金 繰 入

整 理 科 目1

区　　分

取 替 費

1

特 定 財 源比 較

備 消 耗 品 費 799

繰 入 額

38

法 定 福 利 費

578

報 酬

27

材 料 費

3,149

1 整 理 科 目

備 消 耗 品 費

満期量水器取替工事費

量 水 器 取 替 工 事 費



（単位：千円）

１０．

１２．

１３．

１５．

１７．

915
消 費 税 申 告 業 務 委 託 料

14,539

委 託 料

275

目 本 年 度 特 定 財 源前 年 度 比 較

本　年　度　の　財　源　内　訳

地 方 債 そ の 他
一般財源

諸 用 紙 印 刷 料

公 用 車 燃 料 費

説　　　　　　　　明

郵 券 料

285水道料金集金委託料

国・県支出金
区　　分

節

燃 料 費

印 刷 製 本 費

金　　額

37

1,618

1,391

1,427

回 線 使 用 料 72

水 道 料 金 シ ス テ ム 保 守 業 務

Ｃ Ｖ Ｓ 収 納 代 行 業 務 委 託 料

通 信 運 搬 費

委 託 料

1,546

手 数 料 725 水 道 料 金 口 座 振 替 手 数 料

509

検 針 業 務 委 託 料 5,637

水道料金収納手数料 84

口 座 振 替 デ ー タ 伝 送 手 数 料

132

6,000

経 営 戦 略 策 定 業 務 委 託 料

-33-



-34-

（単位：千円）

１８．

１９．

３０．

３１．

６． １．

２．

４．

５．

６．

法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入

職 員 給 料総 係 費

64

16,637 15,862

2,426

28

職 員 手 当

普 通 旅 費

目 本 年 度 前 年 度

92

4,626給 料

本　年　度　の　財　源　内　訳

特 定 財 源

保 険 料

区　　分
そ の 他

115

比 較
一般財源

44

金　　額
地 方 債

775 16,637

繰 入 額

627

国・県支出金

616

修 繕 費

個人委託検針員等傷害保険料

賞 与 引 当 金 繰 入

保 険 料

水 道 料 金 シ ス テ ム 借 上 料

繰 入 額

手 当

庁 用 器 具 修 繕 費

賃 借 料

説　　　　　　　　明

節

法 定 福 利 費 2,129 職 員 共 済 費

旅 費

賞 与 引 当 金

委託検針員・集金員賠償責任

（１名分）

その他引当金

51

5,951
口座振替データ伝送PC借上料

6,002



（単位：千円）

７．

９．

１０．

１２．

１３．

１４．

１５．

１７．

委 託 料

広 告 料

11報 償 費

手 数 料 241

210

郵 券 料

748
51

597
関 係 図 書 購 入 費

37

本 年 度 特 定 財 源 説　　　　　　　　明前 年 度 比 較

本　年　度　の　財　源　内　訳

目
国・県支出金 地 方 債

印 刷 製 本 費

93通 信 運 搬 費

節

一般財源 区　　分 金　　額
そ の 他

燃 料 費

水道週間用消耗品費 100

備 消 耗 品 費

事務用諸用紙印刷料

93

消防 用設 備等 定期 点 検 業務

20委 託 料

公 用 車 燃 料 費

事 務 用 消 耗 品 費

記 念 品 等 報 償 費

1 整 理 科 目

振 込 手 数 料 105
車 検 費 用 等 手 数 料 136

90
120

予 算 書 及 び 決 算 書 印 刷 料

20

-35-



-36-

（単位：千円）

１８．

１９．

２１．

２４．

２８．

２９．

57

280

印 紙 代

50

33
日 本 水 道 協 会 岩 手 県 支 部

19

そ の 他 負 担 金

200

日本水道協会負担金

自 動 車 車 検 修 理 費

本 年 度 前 年 度 比 較

本　年　度　の　財　源　内　訳

特 定 財 源
一般財源

修 繕 費

会 費 負 担 金

地 方 債

16

1

2,786賃 借 料

そ の 他

そ の 他 修 理 費

455

節

6

下水道使用料

63

各種講習会等負担金

負 担 金

自 動 車 重 量 税

整 理 科 目補 償 金

公 課 費

下 水 道 使 用 料

コ ピ ー 機 借 上 料 78
そ の 他 賃 借 料 10

300

73
日本水道協会東北支部負担金

水道事業会計システム借上料

2,698

説　　　　　　　　明

500

目
区　　分 金　　額

国・県支出金



（単位：千円）

３０．

３１．

７． １．

８． １．

２．

９． １．

125

法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入

152

整 理 科 目

自 賠 責 保 険 料

計

保 険 料

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

特 定 財 源
一般財源 区　　分 金　　額

国・県支出金 地 方 債 そ の 他

905

資産減耗費 2,693

0 12,138 305,100△ 4,173

2,693

1その他営業

6,463 △ 3,770

費 用

317,238

1 1 0

その他引当金 126

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1

有形固定資産減価償却費

整 理 科 目

減 価 償 却 費

0

155,026

固 定 資 産
除 却 費

1

繰 入 額

2,692

155,026

121

102

自動車損害共済保険料分担金

建物 損害 共済 保険 料 分 担金

58

た な 卸 資 産
減 耗 費

1

321,411

減価償却費 155,026 152,080 2,946

材料売却原価

固 定 資 産 除 却 費

機械設備損害保険料 281

191

説　　　　　　　　明

水道賠償責任保険料

情 報 漏 え い 賠 償 責 任 保 険 料
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（款） (項) （単位：千円）

１． １．

２．

２． １．

３． １．

２．

支払利息及 12,647 13,353 △ 706 企 業 債 利 息 12,497

国・県支出金 地 方 債
一般財源

596

節

目 本 年 度 前 年 度

596 32,316

雑 支 出 101 101 0 101 不 用 品 売 却

扱 諸 費

計

１ 水 道 事 業 費 用

消費税及び 20,164 20,304

２ 営 業 外 費 用

本　年　度　の　財　源　内　訳

説　　　　　　　　明

財 政 融 資 資 金 7,734

特 定 財 源比 較

整 理 科 目1

融 資 諸 経 費

原 価

区　　分 金　　額

一 時 借 入 金

利 息

雑 支 出

150

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

そ の 他 企 業 債 4

び企業債取

4,759

12,051

地 方 消 費 税
20,164

33,758 △ 846 0 0

地方消費税

100

そ の 他

32,912

一 時 借 入 金 利 息

消 費 税 及 び△ 140 20,164

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構



（款） (項) （単位：千円）

１． １．

２． １．

３． １．

（款） (項) （単位：千円）

１． １．

説　　　　　　　　明
一般財源 区　　分

目

1,000 過 年 度 損 益 修 正 損

１ 水 道 事 業 費 用 ３ 特 別 損 失

１ 水 道 事 業 費 用 ４ 予 備 費

整 理 科 目 （ 課 税 ）2 1

1

比 較

1,003

1 固 定 資 産

2,000 2,000 予 備 費 予 備 費

本 年 度 前 年 度 比 較

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　　明特 定 財 源
一般財源 区　　分

2,0000

目

固 定 資 産

過年度損益 過 年 度 損 益

1 0
売 却 損

修 正 損 修 正 損
1,0001,000 0

特 定 財 源

1

本 年 度

0 0 0

特 別 損 失 損 失

0

そ の 他 そ の 他 特 別0

1,000

2 2

地 方 債 そ の 他

前 年 度

予 備 費

国・県支出金

1 整 理 科 目

売 却 損

整 理 科 目 （ 不 課 税 ）

金　　額

金　　額
国・県支出金 地 方 債 そ の 他

本　年　度　の　財　源　内　訳 節

計 2,000

2

2,000

2,000 0 0 0 0 2,000

計 1,003 1,003
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-40-

１．

（款） (項) （単位：千円）

１． １．

（款） (項) （単位：千円）

１． １．

２． １．

（款） (項) （単位：千円）

１． １．

目 本 年 度 前 年 度 比 較

１ 資 本 的 収 入 ２ 補 助 金

企 業 債 26,00026,000 59,000

計 26,000 59,000

収 入

目 本 年 度 前 年 度 説　　　　　　　　　　　　　　　　明
区 分 金　　額

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

１ 資 本 的 収 入 １ 企 業 債

比 較
節

上 水 道 事 業 債

説　　　　　　　　　　　　　　　　明
区 分

国 庫 補 助 金 1 31,569 1

1 0 負 担 区 分 に 1

△ 31,568

金　　額

１ 資 本 的 収 入 ３ 出 資 金

目

金　　額

国 庫 補 助 金

△ 33,000

△ 33,000企 業 債

節

整 理 科 目

比 較

0

説　　　　　　　　　　　　　　　　明

整 理 科 目

負 担 区 分 に 1

本 年 度 前 年 度
節

計 2

計

整 理 科 目

基 づ く 出 資 金 基 づ く 出 資 金

1 1

31,570

他 会 計 補 助 金 1 1

△ 31,568

0 他 会 計 補 助 金 1

区 分



（款） (項) （単位：千円）

１． １．

（款） (項) （単位：千円）

１． １．

２． １．

説　　　　　　　　　　　　　　　　明
区 分 金　　額

説　　　　　　　　　　　　　　　　明

消 火 栓 設 置 負 担 金 2,200
旧 金 沢 簡 水 起 債 償 還 繰 入 金

旧 小 鎚 簡 水 起 債 償 還 繰 入 金

7,792

139

6,918配 水 設 備 改 良 費 繰 入 金

計 2 2 0

そ の 他 1そ の 他 1 1 0

工 事 負 担 金 工 事 負 担 金

整 理 科 目

前 年 度 比 較
節

他 会 計 負 担 金 17,049

５ 工 事 負 担 金

計

区 分 金　　額

他 会 計 負 担 金 17,049

工 事 負 担 金 工 事 負 担 金

他 会 計 1 1 0

１ 資 本 的 収 入

42,118 △ 25,069

目 本 年 度

17,049 42,118 △ 25,069

本 年 度 前 年 度 比 較目

他 会 計 1 整 理 科 目

節

１ 資 本 的 収 入 ４ 負 担 金

-41-



-42-

２．

（款） (項) （単位：千円）

１． １６．

２． １５．

１６．

施設更新計画策定業務委託

三枚堂ポンプ場次亜注入ポンプ
更新工事

中山配水池水位計更新工事

吉里吉里地区配水管布設替
工事

松の下第２配水池水位計
更新工事

沢山地区配水管布設替工事

旧金沢ポンプ場電源ボックス
更新工事

消火栓設置工事

26,850

比 較

本　年　度　の　財　源　内　訳

説　　　　　　　　明

地 方 債

25,800

特 定 財 源
一般財源 金　　額

そ の 他

整 理 科 目工 事 請 負 費 1

沢山地区配水管布設工事に係
る詳細設計業務委託

吉里吉里地区配水管布設替
工事に係る詳細設計業務委託

配 水 設 備 115,276 △ 62,626

節

区　　分

委 託 料

国・県支出金

浪板地区老朽管更新工事に係
る修正設計業務委託

52,650

工 事 請 負 費

改 良 費

26,000

支 出

拡 張 費

配 水 設 備 1

17,532

01 1

１ 資 本 的 支 出 １ 建 設 改 良 費

9,118

目 本 年 度 前 年 度



（単位：千円）

３． ３５．

（款） (項) （単位：千円）

１． １．

（款） (項) （単位：千円）

１． １．

営 業 設 備 費 3,200

２ 企 業 債 償 還 金

26,000 9,118 20,733

金　　額

節

金　　額

73,611

区　　分

償 還 金
107,235

説　　　　　　　　明

節

区　　分

2,6003,200

３ 補 助 金 返 還 金

3,200

2,740

国・県支出金

△ 62,026

7,931 99,304

前 年 度

地 方 債 そ の 他

113,894

一般財源
特 定 財 源

本　年　度　の　財　源　内　訳

△ 6,659

説　　　　　　　　明

企 業 債

区　　分

0計

説　　　　　　　　明

節

金　　額
目 前 年 度本 年 度

そ の 他地 方 債国・県支出金

営業設備費

一般財源
特 定 財 源比 較

600
満 期 量 水 器 購 入 費

本　年　度　の　財　源　内　訳

460

△ 6,659

１ 資 本 的 支 出

企 業 債
償 還 金

計 107,235 113,894

目 比 較

１ 資 本 的 支 出

本 年 度

107,235

55,851 117,877

計 1 1 0

返 還 金

目 本 年 度 前 年 度

国 庫 補 助 1 1 0

比 較

本　年　度　の　財　源　内　訳

99,304

1 国 庫 補 助

0 0 0

0

そ の 他

特 定 財 源
一般財源

国・県支出金 地 方 債

7,9310

整理科目（配水設備改良費分）

1

返 還 金 1
1

量 水 器 購 入 費

財 政 融 資 資 金

そ の 他 企 業 債 562
33,062

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構

-43-



-44-

（款） (項) （単位：千円）

１． １．

計 1 6,424 △ 6,423 0 0 0 1

そ の 他

1

目 本 年 度 前 年 度 比 較

本　年　度　の　財　源　内　訳

繰 出 金 1 6,424 △ 6,423

特 定 財 源

１ 資 本 的 支 出 ４ 繰 出 金

国・県支出金 地 方 債

1

節

一般財源 区　　分 金　　額

整 理 科 目繰 出 金

説　　　　　　　　明


